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 現在は一つの疾患を複数の連携機関でみる時代と言

われている。役割分担、機能分化の時代、言い換えれ

ば、地域全体で安心と安全を提供する時代であり、地

域はそのためのチームと言える。 

しかし、地域がチームとなるためには、医療と介護

間に横たわる視点の違いを理解し、求める情報の相違

を解消し、かつ医療と介護の統合を可能とするツール、

すなわち医療側からの一方的な発信源とならないよう

な ITネットワークが重要となる。 

ネットワーク構築に関わる ITベンダーも、チームの

一員として積極的に地域コミュニティ構築に関与して

いく、という心構えが求められる。 

一方、医療と介護では得意とする守備範囲や視点が

異なるため、情報が非共有で連携が分断されている。  

医師側が得意とする守備範囲は内臓、すなわち内側

からの視点で、言い換えれば ICD 的な発想と言える。

それに対し、ケア提供者、すなわちケアマネージャー、

リハビリセラピスト、介護員などは得意とする守備範

囲は外側、すなわち ADL や活動、参加といった ICF

的な発想と言える。そのため退院を契機に齟齬が生じ、

連携がうまくとれなくなっている。 

治す医療から支える医療が主体の超高齢社会では、

その患者が今後どのようになるかを想像できるような

形で次へ情報を届けていくことが各医療機関に求めら

れている。こういったことを考えていかなければ連携

は途絶え、連携ネットワークシステムも単なる患者受

け渡しツールに終わってしまう危険性がある。 

また、Drip Syndrome（Date－Rich、Information

－Poor Syndrome）に陥らないように、入力された豊

富なデータ・情報を“知恵・知識”として受け手に渡

していくことを常に考えなければならない。  

そのためには、医療と介護に横たわる言語の違いを

理解し、特に医療者側が、病態や薬剤などの知識をど

のように分かりやすく介護従事者側に伝えるかが重要

で、その課題に対応する教育ツールの開発が求められ

る。 

 さて、連携を行う上で、情報交換して有用なものは

何であろうか。医師とケア提供者間では、医師は日頃

の ADL 状況、治療に対するコンプライアンスの状況

を知りたい。ケア提供者は病気の現状と今後の展望、

薬の種類と副作用、生活の中での禁忌事項、などを知

りたい。 

実は職種間を１対１の関係で眺めると、お互い必要

としている情報はさほど多くなく、優先順位も異なっ

ている。 

既存の地域連携ネットワークシステムでは、受け手

側が見る、見ないに関わらず、情報が大量に渡される

ため、補完記録としてではなく診療記録として扱うな

らば、様々な問題が生じる可能性がある。情報の受け

渡しは、職員の時間的制約のある中で、できる限り必

要最小限が望ましい。 

 

 本稿では、地域包括ケアシステムを構築する上で、

今後求められる連携ネットワークシステムとはいかな

るものか論じてみたい。 

 

B. 研究方法、結果 

B-1 IT ネットワーク構築時の情報システム担当者の

あり方 

 現在、当法人が IT化で目指しているものは以下の３

つである。 

① 地域全体で共有できる「生涯カルテ」構築  

② 産官学民協同によるサービス創出  

③ IT化による組織づくり・人づくり 

 地域連携ネットワークが成功するかどうか大きな要

素を占めるものとして、強いリーダシップの存在が挙

げられる。誰がそのキーマンを果たすかにより、その

後の連携のあり方がずいぶん変わっていく印象を持っ

ている。 

 医療・介護双方の現場経験者を情報システム担当者

として採用することは、ヒトとマシンとのインターフ

ェース役として適任である。医療と介護の通訳者とし

て、例えば看護師とケアマネージャーの両方の資格を

持っている人間に IT教育を行うことにより、患者本人

の生きがい・暮らしを支える地域包括ケアシステム構

築者として力を発揮しうるのではないだろうか。 

 また、ITベンダーとの橋渡し役としても重要な責務

を負っている。ITベンダーはエンドユーザーである患

者・家族との接点がほとんどなく、その一歩手前の医

療・介護従事者との関わりが主のため、職員の“使い

やすさ”を一番のポイントにしていることが多い。便

利なモノを得た代償として別のリスクを生じさせない

ためにも、厚労省等のガイドラインを熟知し、現場と

ベンダーの仲介役になることが大切である。 



 また、現場の負担感が増す工程（例えば“二度打ち”

など）を極力抑えることが必要で、

への安心・安全・満足をどのようにしたら提供できる

かを

 いずれにせよ経営戦略に
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て、初めて
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月末時点で

り、うち公開サーバ設置施設は

このシステムは、

患者の診療情報を双方向で共有し、良質な医療を寄

することを目的として開発されたクラウド型サービス

である。

情報開示施設は、開示要求に基づいて診療内容を自

院内の公開用サーバに登録し、アウトソーシン

ターで運用される地域連携サーバで、それぞれのデー

タの保管場所情報を管理する仕組みとなっている。診

療情報そのものの蓄積や管理をしないため、セキュリ

ティを担保でき、センターにはデータ量の増大がない

ためコスト低減が実現する。

また、地域連携サーバでは患者・職員の

し、各医療施設の患者

め、各施設が自院の患者

閲覧可能な項目は、処方・注射内容、採血検査デー

タ、温度板、

像情報、退院時要約・看護要約や読影レポートなど

文書類となっている。

現在、医師の書いた診療記録を公開

出始めている。

電子カルテを持たない診療所や在宅サービス事業所

でもインターネット回線により閲覧は自由となってお

り、ノート機能やファイル機能を使うことで情報交換

が可能となっている。また、

ス登場後、いつでもどこでも情報共有が可能となり在

宅医療の現場に喜ばれている。
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せている。職種に対するアクセス権の設定は、連携協
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ないだろうか。

 

 

B-3

る多職種間情報共有

 ID

リシステムのため、医師以外の情報発信は現時点では

限られており、在宅・介護→医療連携には十分とは言

えない。

EHR

参加した生活支援システムの開発が必要であり、

23

稼働

スマートフォン・デジタルペン等の

宅高齢者の日常生活活動度（

活不活発病を迅速に発見し適切なケア・リハビリの導

入へ結びつける」

情報を閲覧するだけの場合

無料となっている。

当法人では、介護施設や在宅サービス事業所などの

各職種にモバイル端末を持たせ医療介護連携に役立た

せている。職種に対するアクセス権の設定は、連携協

議体や地域などの考え方によって様々であるが、地域

包括ケアシステムを構築するには在宅を受け持つ事業

所の参加が出来るだけ望まれる。

いずれにせよ、ほかの病院の電子カルテがいつでも

目の前にあることは非常に画期的なことであり、院外

からの情報を上手に使いこなす時代、地域を超えて患

者情報を把握可能な時代となってきたと言えるのでは

ないだろうか。

 

3 在宅→医療

る多職種間情報共有

ID-Link は情報発生源が電子カルテ・オーダエント

リシステムのため、医師以外の情報発信は現時点では

限られており、在宅・介護→医療連携には十分とは言

えない。 

EHRのみならず

参加した生活支援システムの開発が必要であり、

年 7月より見守り

稼働した。その

スマートフォン・デジタルペン等の

宅高齢者の日常生活活動度（

活不活発病を迅速に発見し適切なケア・リハビリの導

入へ結びつける」

情報を閲覧するだけの場合

無料となっている。 

当法人では、介護施設や在宅サービス事業所などの

各職種にモバイル端末を持たせ医療介護連携に役立た

せている。職種に対するアクセス権の設定は、連携協

議体や地域などの考え方によって様々であるが、地域

包括ケアシステムを構築するには在宅を受け持つ事業

所の参加が出来るだけ望まれる。

いずれにせよ、ほかの病院の電子カルテがいつでも

目の前にあることは非常に画期的なことであり、院外

からの情報を上手に使いこなす時代、地域を超えて患

者情報を把握可能な時代となってきたと言えるのでは

ないだろうか。 

（図

在宅→医療連携ツール

る多職種間情報共有 

は情報発生源が電子カルテ・オーダエント

リシステムのため、医師以外の情報発信は現時点では

限られており、在宅・介護→医療連携には十分とは言

のみならず PHR構築の

参加した生活支援システムの開発が必要であり、

見守りシステム「どこで

した。その目的は、「見守りに関わる多職種間で、

スマートフォン・デジタルペン等の

宅高齢者の日常生活活動度（

活不活発病を迅速に発見し適切なケア・リハビリの導

入へ結びつける」ことであ

情報を閲覧するだけの場合は、導入費・維持費とも

当法人では、介護施設や在宅サービス事業所などの

各職種にモバイル端末を持たせ医療介護連携に役立た

せている。職種に対するアクセス権の設定は、連携協

議体や地域などの考え方によって様々であるが、地域

包括ケアシステムを構築するには在宅を受け持つ事業

所の参加が出来るだけ望まれる。 

いずれにせよ、ほかの病院の電子カルテがいつでも

目の前にあることは非常に画期的なことであり、院外

からの情報を上手に使いこなす時代、地域を超えて患

者情報を把握可能な時代となってきたと言えるのでは

（図２） 

連携ツール「どこでも

は情報発生源が電子カルテ・オーダエント

リシステムのため、医師以外の情報発信は現時点では

限られており、在宅・介護→医療連携には十分とは言

構築のためには患者・家族も

参加した生活支援システムの開発が必要であり、

システム「どこで

見守りに関わる多職種間で、

スマートフォン・デジタルペン等の IT

宅高齢者の日常生活活動度（ADL）の共有を行い、生

活不活発病を迅速に発見し適切なケア・リハビリの導

ことである。（図３）

導入費・維持費とも

当法人では、介護施設や在宅サービス事業所などの

各職種にモバイル端末を持たせ医療介護連携に役立た

せている。職種に対するアクセス権の設定は、連携協

議体や地域などの考え方によって様々であるが、地域

包括ケアシステムを構築するには在宅を受け持つ事業

いずれにせよ、ほかの病院の電子カルテがいつでも

目の前にあることは非常に画期的なことであり、院外

からの情報を上手に使いこなす時代、地域を超えて患

者情報を把握可能な時代となってきたと言えるのでは

「どこでもMy Life」によ

は情報発生源が電子カルテ・オーダエント

リシステムのため、医師以外の情報発信は現時点では

限られており、在宅・介護→医療連携には十分とは言

ためには患者・家族も

参加した生活支援システムの開発が必要であり、

システム「どこでもMy Life

見守りに関わる多職種間で、

IT機器を用いて在

）の共有を行い、生

活不活発病を迅速に発見し適切なケア・リハビリの導

（図３） 

導入費・維持費とも

当法人では、介護施設や在宅サービス事業所などの

各職種にモバイル端末を持たせ医療介護連携に役立た

せている。職種に対するアクセス権の設定は、連携協

議体や地域などの考え方によって様々であるが、地域

包括ケアシステムを構築するには在宅を受け持つ事業

いずれにせよ、ほかの病院の電子カルテがいつでも

目の前にあることは非常に画期的なことであり、院外

からの情報を上手に使いこなす時代、地域を超えて患

者情報を把握可能な時代となってきたと言えるのでは

 

」によ

は情報発生源が電子カルテ・オーダエント

リシステムのため、医師以外の情報発信は現時点では

限られており、在宅・介護→医療連携には十分とは言

ためには患者・家族も

参加した生活支援システムの開発が必要であり、平成

Life」が

見守りに関わる多職種間で、

機器を用いて在

）の共有を行い、生

活不活発病を迅速に発見し適切なケア・リハビリの導



要介護高齢者
要介護
急性期病院
生活
15

「眠りSCAN

「iPhone

 

 このシステムの概要は以下の通りである。まず、生

活不活発病早期発見ツールとして、

老健版ケアマネジメント方式

スメントを用い、利用者の

誰でも評価できるようにした

身も評価出来るように簡易化・可視化した

 

 情報共有デバイスとしてスマートフォン・タブレッ

ト・

ージャー、訪問介護員

ハビリ・通所リハビリなどの

ADL

ータ

会議等でケアプラン

っている。

 多職種で「している

本人（家族）、医療・介護等
のADL情報の共有を行い、

要介護高齢者（要支援１～
要介護５）：20～30名程度
急性期病院を退院後在宅
生活へ移行した患者：10～
15名程度

医師

看護師

MSW

セラピスト

栄養士

薬剤師

病 院
高橋病院、函館五稜郭病院

ケアマネジャー
ホームヘルパーなど

本 人 家 族

高齢者宅

健診、訪
問指導時
のADL評
価

ケアプラン

訪問看護時
のADL評価

診療、リハビリテーション時
のADL評価

訪問介護
時のADL評価

ADL

ADL情報

本人・多職種連携による
ADL評価の共有・モニタリング

SCAN」

「コンティニュア」

「デジタルペン」

iPhone」

訪問リハビリ
ステーション

PT・OT・ST
ひより坂

訪問リハ

他の在宅サー
ビス事業所等

このシステムの概要は以下の通りである。まず、生

活不活発病早期発見ツールとして、

老健版ケアマネジメント方式

スメントを用い、利用者の

誰でも評価できるようにした

身も評価出来るように簡易化・可視化した

情報共有デバイスとしてスマートフォン・タブレッ

・PC を利用し、

ージャー、訪問介護員

ハビリ・通所リハビリなどの

ADL」を評価し、時系列に可視化

ータをもとに、

会議等でケアプラン

っている。 

多職種で「している

【 どこでも
介護等の見守りに携わる多職種間で
、生活不活発病を迅速に発見

訪問介護
ステーション

ホーム
ヘルパー

元町

居宅介護
支援事業所

ケアマネジャー
なでしこ

訪問看護
ステーション

訪問看護師

ほうらい

訪問看護時
評価

評価

ADL情報、アンケート、バイタル等

ADL情報、医療情報（ID-Linkと連携）

ADL情報

ADL情報、ケアプラ
ン

「SophiaU」

本人・多職種連携による
評価の共有・モニタリング

「iPad」

モニタリング

ADL情報

状態像変化時の

ADL情報

「ID-Link」

データベース

（図３

このシステムの概要は以下の通りである。まず、生

活不活発病早期発見ツールとして、

老健版ケアマネジメント方式

スメントを用い、利用者の

誰でも評価できるようにした

身も評価出来るように簡易化・可視化した

（図４

情報共有デバイスとしてスマートフォン・タブレッ

を利用し、外来・訪問看護師、居宅ケアマネ

ージャー、訪問介護員が「している

ハビリ・通所リハビリなどの

」を評価し、時系列に可視化

をもとに、カンファレンス

会議等でケアプランの内容変更や介入方法の検討

多職種で「している ADL

どこでもMy Life 】
で、スマートフォン・デジタルペン
発見し適切なケア・リハビリの導入へ

生活不活発病を防ぐ
ケア・リハビリの検討・導入

※当初高橋病院内に設置。異な
る資格者を試験的に配置。以後、
専門のコールセンターを設置予定。

モニタリング

の連絡（電話等）

•「SophiaU」で本人（家
族）・各専門職が入力し
たADL評価情報をモニタ
リングやデータ解析。
•状態像変化時には関
係職種へ連絡。

見守りセンター

【ADLの経年変化（イメージ

高齢者タイプ判定表

【ICF準拠 R4アセスメント

（図３） 

このシステムの概要は以下の通りである。まず、生

活不活発病早期発見ツールとして、ICF

老健版ケアマネジメント方式R4システム中

スメントを用い、利用者の ADL をいつでもどこでも

誰でも評価できるようにした。すなわち患者・家族自

身も評価出来るように簡易化・可視化した

（図４） 

情報共有デバイスとしてスマートフォン・タブレッ

外来・訪問看護師、居宅ケアマネ

が「している ADL

ハビリ・通所リハビリなどのセラピストが「できる

」を評価し、時系列に可視化・グラフ化

カンファレンス、在宅サービス担当者

内容変更や介入方法の検討

ADL」の認識を統一し、その上

スマートフォン・デジタルペン等を用いて在宅高齢者
へ結びつける。

生活不活発病を防ぐ
ケア・リハビリの検討・導入

【職種別ADL点数の比較（イメージ）

生活機能低下を迅速に発見。
要介護状態の進行を防止するた
めのケア・リハビリ等をケアプラン
を元に検討し導入。

イメージ】

生活不活発病防止運動の導入
スマートフォンでのリハビリ教育動画（転倒
転落防止ビデオ、ロコモーティブトレーニン
グビデオ）の配信。

在宅サービス
担当者会議

アセスメント】

このシステムの概要は以下の通りである。まず、生

ICF に準拠した全

システム中のA3アセ

をいつでもどこでも

。すなわち患者・家族自

身も評価出来るように簡易化・可視化した。（図４）

情報共有デバイスとしてスマートフォン・タブレッ

外来・訪問看護師、居宅ケアマネ

ADL」を、訪問リ

セラピストが「できる

・グラフ化された

在宅サービス担当者

内容変更や介入方法の検討を行

」の認識を統一し、その上

）】

するた

転倒
ロコモーティブトレーニン  

このシステムの概要は以下の通りである。まず、生

に準拠した全

アセ

をいつでもどこでも

。すなわち患者・家族自

（図４） 

 

情報共有デバイスとしてスマートフォン・タブレッ

外来・訪問看護師、居宅ケアマネ

訪問リ

セラピストが「できる

されたデ

在宅サービス担当者

を行

」の認識を統一し、その上

で「できる

より、結果としてチーム全体の質向上に繋がることは

現場にとって

思われる。

また、退院後「している

媒体で評価、記入してもらい、外来受診時に持参して

頂き

また、急性疾患発症による急性期病院入院時におい

ても、発症前の

療・ケア計画に役立つものとなっている。

大切なことは、有用な患者情報を、介護職も含めた

全職種でいかに効率よく共有するかであり、そのため

には医療のみならず介護領域でも

指標”を設定することが重要である。また、共通の情

報システムにデ

ることが求められる。

いずれにせよ、地域の質（

QOC

ることは難しく、慢性疾患を抱え

域全体で把握し、見守ること

 

B-４

者・家族参加型システム

 「どこでも

末を利用することで

一例をあげると、インスリン治療を行っている

患者が、自身の

血糖値や体調の変化などを入力し、グラフ化されたデ

ータを医

作予防などに役立てている。

日記による情報交換も可能となっている

で「できる ADL

より、結果としてチーム全体の質向上に繋がることは

現場にとって

思われる。 

また、退院後「している

媒体で評価、記入してもらい、外来受診時に持参して

頂き ADL低下予防を図っている。

また、急性疾患発症による急性期病院入院時におい

ても、発症前の

療・ケア計画に役立つものとなっている。

大切なことは、有用な患者情報を、介護職も含めた

全職種でいかに効率よく共有するかであり、そのため

には医療のみならず介護領域でも

指標”を設定することが重要である。また、共通の情

報システムにデ

ることが求められる。

いずれにせよ、地域の質（

QOC）を上げなければ、いい医療・介護を在宅に届け

ることは難しく、慢性疾患を抱え

域全体で把握し、見守ること

４ モバイル端末・コンティニュア機器による

者・家族参加型システム

「どこでも My Life

を利用することで

一例をあげると、インスリン治療を行っている

患者が、自身の

血糖値や体調の変化などを入力し、グラフ化されたデ

ータを医師・看護師が確認することに

作予防などに役立てている。

日記による情報交換も可能となっている

【糖尿病患者

ADL」へ近づけるための検討を行うことに

より、結果としてチーム全体の質向上に繋がることは

現場にとって IT のメリットを享受することになると

また、退院後「している

媒体で評価、記入してもらい、外来受診時に持参して

低下予防を図っている。

また、急性疾患発症による急性期病院入院時におい

ても、発症前の ADL を病棟が把握しやすくなり、治

療・ケア計画に役立つものとなっている。

大切なことは、有用な患者情報を、介護職も含めた

全職種でいかに効率よく共有するかであり、そのため

には医療のみならず介護領域でも

指標”を設定することが重要である。また、共通の情

報システムにデータとして蓄積し、いつでも活用でき

ることが求められる。 

いずれにせよ、地域の質（

）を上げなければ、いい医療・介護を在宅に届け

ることは難しく、慢性疾患を抱え

域全体で把握し、見守ること

モバイル端末・コンティニュア機器による

者・家族参加型システム 

My Life」では、外来患者が

を利用することで参加型医

一例をあげると、インスリン治療を行っている

患者が、自身のスマートフォンを使って自己測定した

血糖値や体調の変化などを入力し、グラフ化されたデ

師・看護師が確認することに

作予防などに役立てている。

日記による情報交換も可能となっている

糖尿病患者 血糖自己測定管理にスマホを活用

タブレット

（図５

」へ近づけるための検討を行うことに

より、結果としてチーム全体の質向上に繋がることは

のメリットを享受することになると

また、退院後「している ADL」を本人や家族にも紙

媒体で評価、記入してもらい、外来受診時に持参して

低下予防を図っている。 

また、急性疾患発症による急性期病院入院時におい

を病棟が把握しやすくなり、治

療・ケア計画に役立つものとなっている。

大切なことは、有用な患者情報を、介護職も含めた

全職種でいかに効率よく共有するかであり、そのため

には医療のみならず介護領域でも ADL

指標”を設定することが重要である。また、共通の情

ータとして蓄積し、いつでも活用でき

いずれにせよ、地域の質（Quality of Comm

）を上げなければ、いい医療・介護を在宅に届け

ることは難しく、慢性疾患を抱える高齢者の変化を地

域全体で把握し、見守ることが今後必要となろう。

モバイル端末・コンティニュア機器による

  

」では、外来患者が

参加型医療を担ってもらっている。

一例をあげると、インスリン治療を行っている

スマートフォンを使って自己測定した

血糖値や体調の変化などを入力し、グラフ化されたデ

師・看護師が確認することに

作予防などに役立てている。また患者本人との

日記による情報交換も可能となっている

Copyright (C) 2011 med,co

血糖自己測定管理にスマホを活用

職場のPC
タブレット
スマホ

（図５） 

」へ近づけるための検討を行うことに

より、結果としてチーム全体の質向上に繋がることは

のメリットを享受することになると

」を本人や家族にも紙

媒体で評価、記入してもらい、外来受診時に持参して

また、急性疾患発症による急性期病院入院時におい

を病棟が把握しやすくなり、治

療・ケア計画に役立つものとなっている。 

大切なことは、有用な患者情報を、介護職も含めた

全職種でいかに効率よく共有するかであり、そのため

ADL などの“連携

指標”を設定することが重要である。また、共通の情

ータとして蓄積し、いつでも活用でき

Quality of Community

）を上げなければ、いい医療・介護を在宅に届け

る高齢者の変化を地

が今後必要となろう。

モバイル端末・コンティニュア機器による

」では、外来患者がモバイル

療を担ってもらっている。

一例をあげると、インスリン治療を行っている糖尿病

スマートフォンを使って自己測定した

血糖値や体調の変化などを入力し、グラフ化されたデ

師・看護師が確認することに日々の低血糖発

患者本人とのメール

日記による情報交換も可能となっている（図５）。

med,co takahashi hospital. All Rights Reserved. 

血糖自己測定管理にスマホを活用

」へ近づけるための検討を行うことに

より、結果としてチーム全体の質向上に繋がることは

のメリットを享受することになると

」を本人や家族にも紙

媒体で評価、記入してもらい、外来受診時に持参して

また、急性疾患発症による急性期病院入院時におい

を病棟が把握しやすくなり、治

大切なことは、有用な患者情報を、介護職も含めた

全職種でいかに効率よく共有するかであり、そのため

などの“連携

指標”を設定することが重要である。また、共通の情

ータとして蓄積し、いつでも活用でき

unity：

）を上げなければ、いい医療・介護を在宅に届け

る高齢者の変化を地

が今後必要となろう。 

モバイル端末・コンティニュア機器による利用

モバイル端

療を担ってもらっている。

糖尿病

スマートフォンを使って自己測定した

血糖値や体調の変化などを入力し、グラフ化されたデ

低血糖発

メール

。 

hospital. All Rights Reserved. 

血糖自己測定管理にスマホを活用】

 



 

また、

ジンが組み込まれ

操作性を確保した。

りが大切である。

専用紙に書き込まれた体調などの日常生活の変化が

見守りセンターに自動送信され、端末

フォンなどで患者

員が情報を共有している

者宅でも利用できるように超小型サーバ

ログ電話

 

在宅でがん治療を行っている患者に対して

タルペンを用いた「がんの痛み日記」を活用している。

専用紙に「痛みの強さ

ックすると、自動でデータが見守りセンターに送信さ

れ保存される。デジタル化され

看護師や往診医師が

ことにより、

問看護師の心理的支援やケアの参考ともな

現在

もの

         

また、IT操作が困難な利用者の場合

ジンが組み込まれ

操作性を確保した。

りが大切である。

専用紙に書き込まれた体調などの日常生活の変化が

見守りセンターに自動送信され、端末

フォンなどで患者

員が情報を共有している

者宅でも利用できるように超小型サーバ

ログ電話で自動送信可能とした。

「ペン」で繋がる。「書いて」伝わる。

在宅でがん治療を行っている患者に対して

タルペンを用いた「がんの痛み日記」を活用している。

専用紙に「痛みの強さ

ックすると、自動でデータが見守りセンターに送信さ

れ保存される。デジタル化され

看護師や往診医師が

ことにより、次回訪問までの間の状況把握ができ、

問看護師の心理的支援やケアの参考ともな

現在フェイススケールを

ものとした（図７～８

         

操作が困難な利用者の場合

ジンが組み込まれたデジタルペン

操作性を確保した。IT を IT

りが大切である。（図６） 

専用紙に書き込まれた体調などの日常生活の変化が

見守りセンターに自動送信され、端末

フォンなどで患者・家族を始め

員が情報を共有している。インターネットのない高齢

者宅でも利用できるように超小型サーバ

自動送信可能とした。

「ペン」で繋がる。「書いて」伝わる。

デジタルペンと超小型ホームサーバ

（図６）

在宅でがん治療を行っている患者に対して

タルペンを用いた「がんの痛み日記」を活用している。

専用紙に「痛みの強さ」「気持ちのつらさ」などをチェ

ックすると、自動でデータが見守りセンターに送信さ

れ保存される。デジタル化され

看護師や往診医師がグラフ化された経時的変化を追う

次回訪問までの間の状況把握ができ、

問看護師の心理的支援やケアの参考ともな

フェイススケールを取り込み

した（図７～８）。 

          

操作が困難な利用者の場合、

デジタルペンを支給し、紙同様の

IT と意識させない仕組み作

 

専用紙に書き込まれた体調などの日常生活の変化が

見守りセンターに自動送信され、端末

・家族を始め、アクセス権を持つ職

。インターネットのない高齢

者宅でも利用できるように超小型サーバ

自動送信可能とした。 

「ペン」で繋がる。「書いて」伝わる。

デジタルペンと超小型ホームサーバ

） 

在宅でがん治療を行っている患者に対して

タルペンを用いた「がんの痛み日記」を活用している。

」「気持ちのつらさ」などをチェ

ックすると、自動でデータが見守りセンターに送信さ

れ保存される。デジタル化された記載データは、訪問

グラフ化された経時的変化を追う

次回訪問までの間の状況把握ができ、

問看護師の心理的支援やケアの参考ともな

取り込み、より分かりやすい

 

、文字認識エン

を支給し、紙同様の

と意識させない仕組み作

専用紙に書き込まれた体調などの日常生活の変化が

見守りセンターに自動送信され、端末 PC やスマート

アクセス権を持つ職

。インターネットのない高齢

者宅でも利用できるように超小型サーバを用い、アナ

「ペン」で繋がる。「書いて」伝わる。

1

デジタルペンと超小型ホームサーバ

在宅でがん治療を行っている患者に対しては、デジ

タルペンを用いた「がんの痛み日記」を活用している。

」「気持ちのつらさ」などをチェ

ックすると、自動でデータが見守りセンターに送信さ

た記載データは、訪問

グラフ化された経時的変化を追う

次回訪問までの間の状況把握ができ、

問看護師の心理的支援やケアの参考ともなっている。

、より分かりやすい

文字認識エン

を支給し、紙同様の

と意識させない仕組み作

専用紙に書き込まれた体調などの日常生活の変化が

やスマート

アクセス権を持つ職

。インターネットのない高齢

アナ

        

は、デジ

タルペンを用いた「がんの痛み日記」を活用している。

」「気持ちのつらさ」などをチェ

ックすると、自動でデータが見守りセンターに送信さ

た記載データは、訪問

グラフ化された経時的変化を追う

次回訪問までの間の状況把握ができ、訪

っている。 

、より分かりやすい

  

  

また、

日々のバイタルデータ（血圧・脈拍・体重・

素飽和度・

にグラフ化され、アラームによる担当者通知機能も有

している。

 

        

   

 

また、コンティニュア機器を用いて、自宅で測定する

日々のバイタルデータ（血圧・脈拍・体重・

素飽和度・活動量計等）も自動で

にグラフ化され、アラームによる担当者通知機能も有

している。（図９

（図

（図８

コンティニュア機器を用いて、自宅で測定する

日々のバイタルデータ（血圧・脈拍・体重・

活動量計等）も自動で

にグラフ化され、アラームによる担当者通知機能も有

（図９）  

【 がん痛み日記：スタッフ用画面

患者さんとスタッフとのコミュニケーショ
ンにも役立てられている。
利用者ご本人が「見守られている感じがす
る。生きててよかった。この先もずっと使
わせてください」と話された。

痛みの状況や気持ちのつらさなど、
長期的な変化を追うことができる

（図７） 

（図８） 

コンティニュア機器を用いて、自宅で測定する

日々のバイタルデータ（血圧・脈拍・体重・

活動量計等）も自動で PC

にグラフ化され、アラームによる担当者通知機能も有

がん痛み日記：スタッフ用画面

患者さんとスタッフとのコミュニケーショ
ンにも役立てられている。
利用者ご本人が「見守られている感じがす
る。生きててよかった。この先もずっと使
わせてください」と話された。

痛みの状況や気持ちのつらさなど、
長期的な変化を追うことができる

コンティニュア機器を用いて、自宅で測定する

日々のバイタルデータ（血圧・脈拍・体重・血糖・酸

PC・モバイル端末

にグラフ化され、アラームによる担当者通知機能も有

がん痛み日記：スタッフ用画面 】

患者さんとスタッフとのコミュニケーショ

利用者ご本人が「見守られている感じがす
る。生きててよかった。この先もずっと使

痛みの状況や気持ちのつらさなど、
長期的な変化を追うことができる

 

 

コンティニュア機器を用いて、自宅で測定する

血糖・酸

・モバイル端末

にグラフ化され、アラームによる担当者通知機能も有



在宅事業所で喜ばれるもの
日々のバイタル情報

 
（図９） 

 

B-５ 医療・介護・生活支援統合ソフト「Personal 

Network ぱるな」 

 『Personal Network ぱるな』は、利用者本人の通

信機器を用いて、生活史（健康・医療・介護を含む利

用者の一生を包括する全ての記録）を、利用者自身が

コントロールできる WEB アプリケーションソフト

（SS-MIX対応）である。 

 開発の目的は、「どこに住んでいても、その人にとっ

て適切な医療・介護・生活支援サービスが受けられ」、

「自立支援・外向き志向により、在宅生活力を高める

と同時に生きがいと役割創出を図る」ことを目指すソ

フトであり、平成 25年 10月全国にて販売を開始した。 

 開発のコンセプトは、以下の通りである。 

①地域包括ケアシステムを基盤とする  

②自助・互助を基本とする  

③『どこでもＭｙ病院』構想に沿う  

④ICF(国際生活機能分類)を活用する  

⑤生活力を高める  

 ・生きがいと役割創出を図る  

 ・ＡＤＬ拡大を支援する  

 ・ＩＴをＩＴと意識させない 

 

 「ぱるな」の詳細は、平成 25 年度科研費事業「モ

バイル端末を用いた医療・介護のシームレスな連携構

築に関する研究」に譲るが、ここでは「ぱるな」の利

点を利用者とスタッフに分け列挙する。 

●利用者の利点 

（１）利用者の日常のバイタル情報・アレルギー・禁

忌情報の管理や、現病歴・既往歴・かかりつけ医の登

録ができる。 

（２）医療機関・介護事業所からの介護指導の内容が

確認できる。また、ICFに準拠した ADL指標を基に、

本人や家族のアセスメント実施が可能である。 

（３）緊急時に必要な情報を医療機関のスタッフに提

供することができる。 

（４）毎日の健康状況を登録し、自身や家族・スタッ

フに確認をしてもらうことができる。 

（５）元気なうちに、自分の生い立ち・将来望むこと

が登録できるため、病気や介護が必要になった際に医

療・介護スタッフに自分の想いを確認してもらうこと

ができる。 

（６）IT機器になじみがない、あるいはスマートフォ

ンがなくても、専用ペンと用紙を使用することで、健

康状態を医療・介護スタッフ・家族へ伝えることがで

きる。 

●スタッフの利点 

（１）電話のように相手の都合を気にすることなく、

いつでもどこでも連絡が可能になり、登録した内容が

必要な機能（処方・利用記録・介護指導）に反映され、

二度打ち作業が軽減される。また、様々な画像の情報

共有も可能である。 

（２）緊急時や治療・介護が必要な際に、本人の基本

情報、生い立ちや将来望むことなどが確認できる。 

（３）訪問前に患者の状況が一括管理できる。 

（４）利用者が日々登録した体調や、痛みの状況、バ

イタルの情報を確認できる。 

（５）電子カルテからの医療情報が参照可能である。 

（６）送信した内容を利用記録として編集することが

できる。また、利用者・家族を含み、全ての関わるス

タッフが入力した ADL（A3）アセスメント情報が閲

覧可能である。 

 

C. まとめ 

地域医療連携ネットワークに基づく EHRと、PHR

がやりとりされる生活自立支援システムの統合が目標

である。SS-MIX に代表される標準化を念頭に置き、

電子カルテや介護ソフトと直接連動することにより、

情報の一元化、統計分析、データマイニング機能を持

ち合わせたシステムを考えている。 

今後連携ネットワークに整備すべきものは、地域全

体で患者情報を把握可能な“連携指標”の策定である。

“医療の質”指標は存在するが、“連携の質”指標が定

まっていない中、今後医療・ケア・生活の質、安全、



コストなど連携に重要な指標を設定し、その地区の特

性を可視化し、NDB（National Data Base）の一つと

して利用されることで、医療側の視点からの地域医療

ビジョンに、生活環境を取り入れた地域特性を加える

ことが可能となる。 

近い将来、利用者本人が健康、医療、介護を含む一

生を包括する生活史を、自分自身でコントロールでき

る「生涯カルテ」が誕生できればと思っている。 
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